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建設業における総合的労働災害防止対策の具体的な

実施に当たって留意すべき事項について

建設業における総合的労働災害防止対策 (以下 ｢総合対策｣という｡)の推進については､平成1

9年3月22日付け基発第0322002号 ｢建設業における総合的労働災害防止対策の推進について｣ (以下

｢局長通達｣という｡)により指示されたところであるが､局長通達の別紙 1の3の具体的な実施

に当たっては､下記に留意の上､その適切な実施に遺憾なきを期されたい｡

記

第1 総合対策を実施するに当たっての基本的考え方

局長通達別紙 1の2(1)の元方事業者､関係請負人に対する指導に当たっては､工事の規模及

び種類､事業者の主体的能力等に応じ､最も効果的な行政手法を選択の上､監督担当部署と安

全衛生担当部署との間の十分な連携を図りつつ､積極的な取組を推進すること｡

また､本総合対策は､従来の工事現場における元方事業者が行う統括管理を中心とした措置

の徹底に加え､元方事業者及び関係請負人における危険性又は有害性等の調査及びその結果に
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基づき講ずる措置 (以下 r危険性又は有害性等の調査等｣という｡)の実施､さらには､労働

安全衛生マネジメントシステムに関する指針 (以下 ｢マネジメント指針｣というO)に基づき､

事業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステム (以下 ｢マネジメントシステ

ム｣というB)の導入を推進させることにより自主的な安全衛生活動を活性化し､もって､工

事現場における安全衛生水準のさらなる向上を図ることも目的としていることから､その推進

に当たっては､次のアからウに掲げる事項に留意して的確な指導を行うこと｡

ア 管内の建設工事の施工状況､災害発生状況､危険性又は有害性等の調査等の実施状況､マ

ネジメントシステムの導入状況等の基礎資料を整備し､行政の主体的能力を重点的に投入す

べき対象を定めることD

このため､管内で施工されている主要な工事について､元方事業者等施工業者､工事の内

容､工期､請負金額､工事の最盛期等の状況を工事台帳等として作成､整備しておくこと｡

また､店社ごとの災害発生状況､監督指導結果等を個別事業場管理システムの店社別コー

ドを利用して把握しておくこと｡

さらに､公共工事においていわゆるダンピング受注がなされたものについては､安全衛生

対策の不徹底につながるおそれがあることから､発注者との連携を密にする中で､当該情報

を入手するように努めること｡

イ 事業者に対しては､局長通達の別添2 ｢建設業における労働災害を防止するため事業者が

講ずべき措置｣が徹底されるよう指導を行 うこと｡

ウ 本対策の推進に当たっては､上記のとおり工事現場における自主的な安全衛生活動の活性化が重要

であることから､事業者に対する指導に当たっては､単に労働安全衛生法 (以下 ｢法Jというo)等

関係法令の遵守の徹底のみならず､背景要因となる当該工事現場の安全衛生管理体制､安全衛生活動

等の問題点を明らかにして指導することにより､その背景要因をも踏まえた改善を図らせるとともに､

危険性又は有害性等の調査等の実施､さらにはマネジメントシステムの導入についても勧奨する等､

事業者の自主的な安全衛生活動の促進を図るよう指導を行うこと｡

また､局長通達別紙1の2(2)から(4)の労働災害防止団体､関係業界団体及び発注者に対し

ては､各実施主体がそれぞれの役割に応じて適切な措置を実施するよう､後記第4に示すとお

り必要な指導､要請を行うこと｡

第2 総合対策における建設工事の規模等による監督指導､個別指導等の具体的進め方

1 超大規模建設工事について

(1) 対策推進上の着眼点

超大規模建設工事 (工事の規模が特に大きく､かつ､労働災害防止行政上特に注目を要

すると認められる建設工事として本省から別途指示するものをいう｡以下同じ｡)につい

ては､工期が長期間にわたり､元方事業者をはじめとして関係請負人の作業が蒔摸して行

われること､新技術あるいは新工法を導入し施工されることが多いこと等から､当該工事

の安全衛生の確保を図るためには､発注者､元方事業者が中心となって計画段階から施工

過程の各段階にわたって､総合的に対策を推進する必要がある｡このため､対象工事につ

いては､事前評価を徹底させることが重要であり､法第88条で義務付けられた計画の届出

の徹底を図るとともに､危険性又は有害性等の調査等及びマネジメント指針に基づく工事

安全衛生計画の作成に努めるよう指導を行うこと｡

さらに､本省と関係労働局とが密接に連携し､発注者による適切な監理の実施､工事現
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場単位ごとの競括管理の体制を確立させるとともに､元方事業者が店社及び関係請負人と

連携しつつ､マネジメントシステムの導入を図る等､自主的な安全衛生活動を推進させる

ことを主眼として指導を行うこと｡

(2) 監督指導､個別指導等の留意点

超大規模建設工事については､該当する工事を把握する都度､本省が所轄の労働局 (以

下 r局｣という｡)に対して､指導の具体的な進め方について指示することとしているこ

とD

2 大規模建設工事について

(1) 対策推進上の着眼点

大規模建設工事(統括安全衛生責任者の選任が義務付けられている建設工事をいう.以下

同じ｡)については､元方事業者の責任の下､工事現場単位に統括管理の体制を確立させる

とともに､元方事業者が店社及び関係請負人と連携しつつ､危険性又は有害性等の調査等

を実施すること及びマネジメントシステムを確立すること等､自主的な安全衛生活動を推

進させることを主眼として指導を行 うこと｡

(2) 監督指導､個別指導等の留意点

大規模建設工事のうち､工事請負金額(予定工事請負金額を含む｡)がおおむね50億円以

上の工事(分割発注工事にあっては､おおむね20億円程度以上の躯体工事を行うものに限

る｡)に係るもの(以下 ｢特定建設工事｣という｡)については､当該工事を行う元方事業者

に対して､法第30条に基づく統括管理義務等､法第29条及び第29条の2に基づく関係請負人

に対する指導指示義務等の履行状況並びに危険性又は有害性等の調査等の実施状況等につ

いて､別紙 ｢統括管理状況等報告運用基準｣に基づき統括管理状況等報告を行わせ､工事

現場全体における安全衛生管理状況を把握するとともに､改善を要すべき事項が認められ

た場合には､必要な指導を行うこと｡

また､監督指導､個別指導等については､

『■■ その実施に当たっては､次のアからクに掲げる事項に留意すること｡
なお､統括管理状況等報告を求める工事の規模等については､その報告を求める趣旨を

考慮しつつ､各局の実情に応じ､弾力的に運用して差し支えないこと｡

ア 元方事業者に対しては､統括安全衛生責任者及び元方安全衛生管理者の選任､協鞍組

織の設置 ･運営､作業問の連絡及び調整､作業場所の巡視､仕事の工程に関する計画等

の作成､合図､標識及び警報の統一等のほか､平成7年4月21日付け基発第267号の2｢元

方事業者による建設現場安全管理指針について｣に基づく措置を行 うよう指導するとと

もに､関係請負人に対しては､安全衛生責任者を選任させ､統括安全衛生責任者との連

絡等その職務を遂行させるよう指導すること｡

また､当該工事現場における協議組織の運営に当たっては､元方事業者の責任の下､

積極的に安全衛生活動を行 うよう指導すること｡

さらに､移動式クレーン等を用いる作業を自ら行 う注文者に対しては､作業内容､作

業指示の系統及び立入禁止区域についての連絡及び調整を的確に行うよう指導するこ

と｡

イ 特定建設工事に係る監督指導､個別指導等の際には､元方事業者から提出された直近

の統括管理状況等報告の内容が監督指導､個別指導等の実施時における当該工事現場の
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実態と合致しているか否かについて重点項目ごとに突合することにより､当該元方事業

者による競括管理の義務の履行状況を確認すること｡

り 監督指導の結果､続括管理の体制に問題が認められた場合には､昭和49年3月6日付け

基発第105号通達 ｢企業における自主的安全衛生管理活動促進のための監督指導につい

て｣の記の1に示すところにより､所要の措置を講ずること｡

エ 発電所､鉄道､化学コンビナー ト等の大規模建設工事(以下 ｢発電所等の大規模建設

工事｣という｡)において､複数の元方事業者が存在する場合には､発注者に対し､発

注工事全体についての災害防止協議会を設置させ､安全衛生活動の促進､各工事間の調

整等総合的な安全衛生管理を推進させるよう指導すること.

オ 発電所等の大規模建設工事のように､同一又は相関違する発注者が発注した工事が一

定地区に集中する場合あるいは二以上の労働基準監督署(以下 ｢署｣という｡)の管轄区

域において施工される場合には､より効果的な指導を行う観点から複数の現場に対する

一斉監督等の実施についても検討すること｡また､当該工事全体の安全衛生管理水準を

等しく向上させる観点から､監督指導､個別指導等の重点事項の調整等について配慮す

ること｡

カ 発電所等の大規模建設工事については､一貫した指導を実施するため､必要に応じあ

らかじめ捜当官を定めておくこと｡また､監督指導､個別指導等の実施に当たっては､

複数の職員による実施についても配慮するとともに､必要に応じ､局署合同指導の実施

にも配慮すること.

キ . t L `

ク 工事現場に対する個別指導において､関係請負人が行う労働災音防止措置について技

術的な問題が静められた場合には､当該関係請負人に対する指導に止まらず､元方事業

者が関係請負人に対して､適切な指導 ･援助を行っているかを確認し､必要な指導を行

うこと｡また､同一元方事業者の現場について､関係請負人に対する適切な技術的指導

等がなされていない場合には､本店､支店､営業所等の店社に対して必要な指導の実施

を検討すること｡

3 中規模建設工事について

(1) 大手の建設業者が元方事業者として施工する中規模建設工事

ア 対策推進上の着眼点

大手の建設業者が元方事業者として施工する中規模建設工事(前記1､2及び後記4

に示す建設工事以外の建設工事をいう｡以下同じD)については､前記2の大規模建設

工事に準じ､工事現場単位に碇括管理の体制を確立させるとともに､元方事業者が店社

及び関係請負人と連携しつつ､危険性又は有害性等の調査等を実施すること及びマネジ

メントシステムを確立すること等､自主的な安全衛生活動を推進させることを主眼とし
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て指導を行うこと｡

イ 監督指導､個別指導等の留意点

(7)当該工事を管理する元方事業者の本店､支店､営業所等が店社安全衛生管理者を選

任しなければならない工事現場については､必ずその選任を確認するとともに､巡視

の記臥 対象工事現場の安全衛生管理の状況等からその活動状況を確認することb雷

(イ)元方事業者が添第29条及び第31条の4に違反している場合又は関係請負人-の技術

的な問題についての指導状況に問題が欝められた場合には､前記 2の(2)キ及びクと同

様に措置すること｡

(2) 地場の建設業者が元方事業者として施工する中規模建設工事

ア 対策推進上の着眼点

地場の建設業者が元方事業者として施工する中規模建設工事については､工事現場単

位での統括管理を基本とするが､併せて､店社における安全衛生管理体制を確立させ､

工事現場を包含した安全衛生管理を充実させることを主眼として指導を行うことB特

に､危険性又は有害性等の調査等について､工事現場単位での実施が当面期待し得ない

場合にあっては､店社と連携した実施が図られるよう指導を行うこと｡

イ 監督指導､個別指導等の留意点

(イ)工事現場の安全衛生管理体制を点検し､安全衛生管理体制が不十分と認められた場

合は､店社安全衛生管理者の活用等により店社による安全衛生管理を強化するよう指

導すること｡

(ウ)店社自体の安全衛生管理体制が不十分と認められた場合には､これを確立させるた

め､店社の首脳に対し必要な指導を行うとともに､必要に応じ､後記クの店社別監督

指導又は店社別個別指導を実施することを検討すること｡また､必要に応じ､委託事

業である ｢中小地場総合工事業者指導力向上事業｣を活用すること｡

｢二二二
ウ 店社別監督指導､店社別個Bll指導の留意点

店社別監督指導､店社別個別指導の実施に当たっては､次に示すところにより､その

効果的な運用に努めることOまた､必要に応じ､各局において策定している実施要領等

の見直しを行うこと｡

(ア)対象店社の選定に当たっては､①複数の工事現場において同種の労働災害が発生し

ていたり､災害発生率が高い等労働災害の動向から問題が認められたもの､②各工事

現場において同種の法違反等が認められる等監督指導､個別指導等の実績からその遵

法状況等に共通の問題が認められたもの､③安全衛生管理に問題があると認められた
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ものであって=享現場数が多いものから選定すること,また､工事現場の安全衛生管

理体制の状況等から危険性又は有害性等の調査等の実施により安全衛生水準の向上が

期待できる店社については､危険性又は有害性等の調査等の実施を促進することを主

眼とする店社別個別指導の実施を検討することO

(イ)前記(7)の店社別監督指導､店社別個別指導の対象店社のうち､一定期間継続的な

指導を行うこととして局又は署が指定しているもの(以下 ｢指定店社｣というO)につ

いては､その指定期間を単に年度とすることなく､実情に応じて指定期間を弾力的に

設定する等その効果的な実施を図ること.

また､指定店社以外の店社についても､工事現場における監督指導､個別指導等の

結果から､工事現場における共通の安全衛生管理上の問題点が認められた場合には､

適宜､店社別監督指導又は店社別個別指導を実施すること｡

(ウ)店社別監督指導､店社別個別指導の実施に当たっては､工事現場における安全衛生

管理上の問題点が店社の安全衛生管理体制のどのような欠陥により生じたものである

か､当該欠陥を是正するために店社としてどのような措置を講ずる必要があるか等を

確認の上､工事現場における監督指導､個別指導の結果等店社における問題を指摘し

得る十分な資料を持って臨むこと｡

(エ)問題が認められた店社については､店社首脳に自らが安全衛生管理責任を負うこと

を自覚させ､かつ､安全衛生管理の効果を上げるため必要な措置を講ずるように厳し

く迫ること｡また､その際､指摘事項が安易に工事現場の担当者の責任に転嫁される

ことのないよう留意すること｡

(オ)店社安全衛生管理者の選任及び活動状況に睦違反が認められた場合の措置につい

ては､前記(1)イ(ア)を準用すること｡

(カ)前記(7)①の店社に対しては､災害の再発防止の観点から､必要に応じ､危険性又

は有害性等の調査等を行うよう指導すること｡さらには,事業者の主体的能力に応じ

たマネジメントシステムの導入を図ることにより店社の安全衛生水準の向上を図るこ

と｡

4 小規模建設工事について

(1) 上下水道工事等

ア 対策推進上の着眼点

小規模の上水道､下水道､電気通信施設､ガス供給施設等の工事については､一般的

に安全衛生に関する知識等が十分でない中小建設業者が施工することが多く､工事現場

単位で安全衛生管理を遂行することが困兼な場合が多くみられるため､施工業者単位で

各工事現場について一元的に安全衛生管理を行う体制整備が行われるよう指導を行う

こと｡

イ 監督指導､個別指導等の留意点

(ア)監督指導､個別指導等については､発注者の協力を得て､工事の発注状況を把握し､

効果的と認められる地域又は時期に､パトロール方式'により効率的に実施すること｡

(イ)これらの工事の施工業者については､集団指導等により経営首脳の安全衛生意識の

高揚を図ることD

(ウ)災害の多発している事業の経営者あるいは責任者を招集し､災害事例発表､安全衛

生改善対策の検討等を内容とする集団指導の実施に配慮すること｡その際には､危険
6



性又は有害性等の調査等の実施についても指導すること0

(ェ)小規模掘削工事に当たっては､平成15年12月17日付け基発第1217001号 ｢土止め先

行工法に関するガイ ドラインの策定について｣に基づき指導すること｡

(2) 木造家屋等低層住宅建築工事

平成8年11月11日付け基発第660号 ｢木造家屋等低層住宅建築工事における労働災害防止

対策の推進について｣によること｡

第3 監督指導､個別指導等におけるその他の留意事項

1 工事の計画段階における安全衛生の確保

計画の届出の審査については､昭和59年2月13日付け基発第68号 ｢計画の届出に係る審査等に

ついて｣及び平成4年9月30日付け基発第540号 r都道府県労働基準局長の審査について｣に基づ

き的確に行うこと｡なお､厚生労働大臣の審査に係るものについては､昭和57年11月5日付け基

発第702号 ｢計画の届出に係る労働大臣の審査等について｣に基づき､局又は署において必要な

処理を的確に行うことD

工期､設計内容等の発注条件が施工時の安全衛生の確保に大きな影響を与えることから､発

注者に対して､十分な工期を確保する等施工時の安全衛生の確保に十分配慮した発注を行うよ

う協力を要請すること｡また､届出された計画の内容に問題がある場合等であって必要がある

と囲めるときには､法第88条第8項に基づく発注者に対する勧告､要請制度を積極的に運用する

ことD

2 安全衛生教育等の推進

局長通達別添2の1(5)に示す各種安全衛生教育等と併せて､労働災害の再発を防止するため､

平成5年1月20日付け基発第37号 ｢労働災害再発防止講習の受講指示について｣に基づき､労働

災害防止業務従事者又は就業制限業務従事者に対する労働災害再発防止講習の受講指示を的確

に行うとともに､平成13年7月12日付け基発第623号 ｢車両系建設機械等の運転業務従事者に対

する危険を再認識させるための教育の推進についてJ等に基づいて､ドラグショベル運転業務

.従事者､ローラー運転業務従事者､高所作業車運転業務従事者に対する危険再認識教育につい

て受講勧奨に努めること｡

また､発注者に対して､設計､積算､工事監理を担当する者に対する工事の安全施工に関し

て配慮すべき事項等の知識の向上を図るための教育の実施を要請すること｡

3 労働衛生対策の徹底

局長通達の別添2の1(6)の労働衛生対策の徹底においては､平成13年3月20日付け基発第224

号 ｢今後の労働衛生対策における監督指導等の進め方について｣､平成16年9月21目付け基安化

発第0921002号 ｢アーク溶接作業における一酸化炭素中毒の防止について｣及び平成17年7月28

日付け基監発第0728001号､基安化発第0728002号 ｢石綿ぱく露防止対策の推進に当たっての留

意すべき事項について｣にも留意すること｡

4 労災かくしの排除

労災かくしの排除については､平成3年12月5日付け基発第687号 ｢いわゆる労災かくしの排除

について｣等に基づく措置を適切に講ずること｡

5 派遣労働者の安全衛生の確保等

丁労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律｣に

おいては建設業務に対する派遣業務が禁止されているが､労働者の就労実態が労働者派遣に該
7



当する場合には､同法第3章4節 (労働基準法等の適用に関する特例等)が適用されることを踏

まえ､監督指導等の際に､労働者派遣に該当する事秦を確認した場合には､昭和62年8月18日付

け基発第494号 ｢労働者派遣法 (第3章第4節関係)に係る監督指導について｣に基づき､派遣元

又は派遣先事業場の責任区分に応じ所要の措置を講ずるとともに､需給調整事業担当部署-情

報提供を行う等必要な対応を行うこと｡

6 建設業相互通報制度の運用

監督指導等に際し､発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者が建設菓法第24条の6

の規定に基づく指導等を怠っていると羅められる場合には､元方事業者である当該特定建設業

者に対して必要な指摘を行うこと｡また､昭和47年9月12日付け基発第573号 ｢建設労働者の労

働条件の確保のための相互通報制度について｣による通報事案に該当する事案については､確

実に通報を行うこと｡

7 公衆災害防止についての配慮

監督指導､個別指導等に当たっては､大都市部におけるガス爆発､橋げた落下事故､クレー

ン等建設楼棟の転倒､解体工事における壁等の崩壊等による公衆災害の防止についても配慮し

た指導を行うこと｡

8 新たな発注､契約形態であるコンストラクションマネジメント(CM)方式に対する対応

従来の発注者から元方事業者-の一括発注方式に対し､新たな発注､契約形態として､発注

者が分割発注等を行うCM方式 (コンストラクション･マネージャーが技術的な中立性を保ち

つつ発注者の側に立って､設計 ･発注 ･施工の各段階において､設計の検討や工事発注方式の

検討､工程管理､コスト管理等の各種マネジメント業務を行う方式をいう｡)を採用している

工事にあっては､多数の事業者に分割発注されることにより､統括管理の体制が不明確となる

おそれがあることから､

第4 労働災害防止団体､関係業界団体及び発注者に対する指導､要請等

1 建設業労働災害防止協会が行う事業は､建設業における労働災害の防止を目的としたもので

あり､これが最大限の効果を上げることができるよう助言 ･指導を行うことD

2 関係業界団体の労働災害防止活動は､会員各企業の安全衛生水準の向上に大きな影響を与え

ることから､これらの団体において､それぞれの団体の設立趣旨､果たす役割等を十分に勘案

の上､労働災害防止のために必要な指導､協力要請を行うとともに､自主的な安全衛生活動が

積極的に推進されるよう必要な援助等を行うこと｡

3 発注者との情報交換を密にし､相互に協力して事業者の指導に当たることが労働災害防止対

策の推進上､非常に効果的であるので､関係発注者との連絡･協議内容の充実を図るとともに､

発注者に対し､連絡 ･協議の際､入札参加者指名時において､マネジメントシステム等自主的

な安全衛生活動の取組を評価する仕組みの導入を強力に要請すること｡

また､前記第1のアに示すとおり､いわゆるダンピング受注に係る情報の入手に努めること｡



別紙

統括管理状況等報告運用基準

1 事前の指導

計画の審査の段階において､できる限り早期に当該工事の元方事業者に対し署に出頭を求め､

署幹部から次の事項について強力に指導すること｡

① 労働安全衛生法(以下 ｢法｣という｡)第15条､法第15条の2及び法第15条の3に規定する安全

衛生管理体制の確立並びに法第30条に規定する措置の徹底

② 法第31条第1項､法第31条の3及び法第31条の4の規定に基づく注文者としての義務の履行

③ 法第29条及び法第29条の2の規定に基づく関係請負人に対する指導､指示等の義務の履行

④ 第30条の3の規定に基づく救護に関する措置の履行

⑤ 法第100条第1項､労働安全衛生規則(以下 ｢安衛則｣という｡)第664条の規定に基づく関係

請負人及び統括安全衛生責任者等に係る報告義務の履行

⑥ 法第28条の2の規定に基づく危険性又は有害性等の調査等の実施及び当該取組を組織的かつ

体系的に推進するための仕組みの構築

⑦ 関係請負人の労働者の労働時間､休日等一般労働条件の法定基準確保についての指導援助の

実施

⑧ 建設業法第24条の6の規定に基づく関係請負人に対する指導及び指示の義務の履行

⑨ 出稼労働者対策要綱等に基づく出稼労働者の労働条件の改善等についての関係請負人に対

する指導

2 協議組織についての報告

統括管理の体制を確立させるため､上記 1により元方事業者が署に出頭した際､安衛則第664

条に規定する報告を行う時に併せて協誌組織の設置と運営方法に関する事項について､報告する

よう要請すること.

3 統括管理状況等報告命令等

(1) 署長は､特定建設工事の元方事業者に対し､牡第100条第1項の規定に基づき､前記1の①及

び③の事項(法第15条の3を除く｡)の履行状況について､別紙様式第2号 ｢統括管理状況等報告

(その1)｣により報告を行うよう命ずること.

当該命令は､前記1の事前指導の際に､別紙様式第1号 ｢統括管理状況等報告命令書｣により､

報告対象期間及び報告期日を特定して行うこと｡この場合､報告対象期間については､2か月

又は3か月程度とするが､例えば工事の最盛期については､報告頻度を他の時期より増やす等

工事の進捗状況に応じ､弾力的に取り扱うこと｡

(2) 上記(1)の命令を行う際には､前記1の⑥から⑨までの事項についての元方事業者による指導

等の状況について､別紙様式第3号 ｢統括管理状況報告等(その2)Jにより報告するよう要請す

ること｡

なお､当該報告の頻度､期日等については､上記(1)の例によること｡

4 ｢統括管理状況等報告｣等の活用

｢統括管理状況等報告(その1)｣及び ｢統括管理状況等報告(その2)｣の末尾 ｢※1｣欄には､

担当者の総括意見を記載することDなお､この総括意見は､今後､監督指導等を実施するか否か

を決定するための重要な判断要素となるものであるので､単に､当該報告の内容のみならず､監
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督指導等の結果､労働災害の発生状況等を十分検討した上で､当該元方事業者の統括管理等につ

いて総合的な意見を具体的に記載すること｡

また､ ｢※2｣欄は､総合判定を記載し､上記の判断要素として活用することOなお､この総

合判定は報告のあった都度行う必要はなく､例えば､監督指導等の実施により重点項目の履行状

況をチェックした後に記入することで差し支えないこと｡記載方法については､統括管理等の適

否をランク別に表示する等総合的所見を表示すること.
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